
流山市開発事業の許可基準等に関する条例の改正案に係る説明会  

（意見交換会議事録）  
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資料３ 「流山市開発事業の許可基準等に関する条例施行規則」及び

「流山市開発事業整備基準」への委任事項  

資料４ 開発条例改正（案）等一覧表  ≪参考資料≫  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



意見交換会議事録  

 

本条例は、主に民間事業者が一定規模以上の宅地造成、マンション建

設、商業店舗や工場などを目的とした事業を行う場合に必要な手続き及

び整備基準を定めたもので、関連する施行規則及び「流山市開発事業整

備基準」がセットになっています。今回の改正の概要につきましては、

資料４「開発条例改正（案）等一覧表」とパワーポイントを使って説明

を行いました。  

 

概要説明に引き続き行った意見交換会は以下のとおりです。  

 

参加者Ａ  

項目（３）良好な住環境に関して、市街化調整区域の最低敷地面積を

１６５㎡から３００㎡に見直すとのことですが、３００㎡の理由及び根

拠は何ですか。  

 

事務局  

都市計画法第３３条第４項  都市計画法施行令第２９条の３で、市街

化調整区域の最低敷地面積は３００㎡を超えないことと定めており、市

街化調整区域における良好な自然環境の保全のためには、広い敷地面積

の確保が必要なことから、３００㎡とさせていただきました。  

 

参加者Ａ  

例えば、市街化調整区域にある農家住宅の敷地で、半分住宅、半分畑

としては使用できるのでしょうか。  

 

事務局  

農家住宅の敷地で半分を住宅一戸、半分を畑として既存の宅地の場合

には問題ありません。今回の改正は、個人に制限をかけるものではなく、

新たに開発を行う非自己用に規制をかけるものです。  

また、現行開発条例では市街化調整区域での最低敷地面積については、

１６５㎡でしたが、市街化区域でも、地区計画により最低敷地面積を定

めている地区があり、１３５㎡や１５０㎡で定めている区域が主として



あります。江戸川台東地区については最低敷地面積を１６５㎡とする地

区計画を定めており、市街化区域の中でも、広く敷地を設定している区

域があります。市街化区域内の地区計画の面積基準と現行開発条例での

市街化調整区域の面積基準が、同等規制であり、市街化調整区域の地域

性及びインフラ整備状況を考え、最低敷地面積を１６５㎡から３００㎡

に見直しを考えました。  

 

参加者Ａ  

市街化調整区域でも道路の反対側が市街化区域であったり、駅が近か

ったりと、市街化調整区域でも都市化している区域がありますが、その

区域でも３００㎡の最低敷地面積を設けられると、資産価値が落ちてバ

ランスが悪いと思います。市街化調整区域でも、畑の中心にあるような

区域と、すぐ隣まで市街化が迫った区域があり、すべての市街化調整区

域に最低敷地面積の３００㎡を適用するのは適切なのでしょうか。  

市街化調整区域で一律に基準を定めるのではなく、地域によって、基準

を変えるべきではないでしょうか。また、地区計画等でも基準は設けら

れないでしょうか。  

 

事務局  

市街化調整区域とは、都市計画法の中では本来、市街化を抑制するこ

とを目的としています。開発条例で市街化調整区域の地域ごとに基準を

変えることは難しいです。地域ごとに基準を変えるのであれば、確かに

地区計画等で基準を考え、設けるなど考えられます。ただし、今回は開

発条例の改正であり、地区計画については、別の手続きになります。た

だし、市街化調整区域で住宅地を目的とした開発は、流山市の都市マス

タープラン等を鑑みても、難しいと思います。  

ご意見は、今後の参考にさせていただきます。  

 

参加者Ａ  

資産価値も変わるので、よろしくお願いいたします。  

 

参加者Ｂ  

市街化調整区域に最低敷地面積の３００㎡は、自己用の分家住宅等に



も適用されるのでしょうか。  

 

事務局  

対象外になります。非自己用が適用になります。  

 

参加者Ｃ  

 項目（２）１の公園設置についてですが、公園及び緑地ということは、

全て緑地でもいいのでしょうか。  

 

事務局  

 公園は、最低３％以上かつ１５０㎡以上の確保が必要になります。た

だし、まずは全て公園で考えていただき、指導及び計画の中で、緑地が

必要な場合に、協議の中で最低限の緑地を設けることを趣旨とする改正

になります。 

 

参加者Ｄ  

 事前協議対象の建築行為でも公園の設置は必要なのでしょうか。  

 

事務局  

 開発行為及び建築行為については、区画整理事業地区内を除いて敷地

面積が３，０００㎡を超えるのであれば、住宅系であれば公園の設置が

必要です。土地区画整理法の中では全体の３％以上の公園を設置しなけ

ればならないと定められており、流山市内の区画整理事業でも概ね４％

の公園を設けています。区画整理事業で公園を設け、更に公園の設置を

求めることは、地権者の方に負担をかけてしまうので、区画整理地内の

５０，０００㎡未満については、公園設置は適用除外にしています。  

 

参加者Ｄ  

 分かりました。  

意見ではないのですが、項目（１）２の大規模開発事業届出についての

改正については良いと思います。事業者としては、街づくり条例に時間

をかけることが出来るのでいいと思います。また、項目（２）５の自動

車駐車施設の緩和については、グリーチェーン等の取得条件があること



で、流山市の市政が分かりやすく出てきているので良いと思います。  

 

参加者Ｅ  

 項目（２）４の道路の設計ＣＢＲ３％以上についてですが、完了検査

時に試験データ等の提出を求めることはありますか。  

 

事務局  

 軟弱地盤等、水位が高い場合については、求めるケースもあるかと思

いますが、一般的な関東ロームで地盤が悪いということでなければ、中

間検査時の中で、データが必要か判断させていただければと考えていま

す。 

 

参加者Ｂ  

 項目（２）５の自動車駐車施設の緩和についてですが、緩和すること

で何が良いことになるのでしょうか。  

 

事務局  

 自動車駐車施設を緩和するには、グリーンチェーンを取得することが

条件になりますので、緑が多くなります。  

 また、緩和は事業者のためだけではなく、近隣住民の方のためにも配

慮したものになります。マンションを計画する場合、機械式駐車場を隣

地付近に４段、５段を配置する計画が多くあります。機械式駐車場の場

合、建築物には該当せず、日影等の規制は受けませんので、近隣の住宅

に圧迫感や長い時間影を落とすことがあります。その際、近隣住民の方

から事業者に機械式駐車場の段数を落としてほしいと要望が出た際に、

事業者側からも段数を下げたくても、付置義務以下にできないので、段

数を下げられないといったケースが過去にありました。もともと、この

開発条例は近隣住民のために設けられた条例ですが、条例による自動車

駐車施設の付置義務が原因で、近隣住民も事業者も望んだ解決方法がで

きないのであれば、グリーンチェーンや景観に配慮すれば、付置義務を

２０％まで下回っても良いとしてきた例があります。しかし、このやり

方だと、近隣住民から要望がない限りは、自動車駐車施設の付置義務を  

下げられないことがあり、要望がある場合とない場合では、差が出てし



まうので、今回の改正で、グリーンチェーンや景観に配慮すれば、２０％

までの自動車駐車施設の緩和を設けました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


